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Ⅰ ファンドの運用状況

１.

(1)資産内訳 （百万円未満切捨て）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
百万円 % 百万円 % 百万円 %

(2)設定・交換実績 （千口未満切捨て）

千口 千口 千口 千口

(3)基準価額
口当り基準価額

百万円 百万円 百万円 円

２．会計方針の変更
① 会計基準等の改正に伴う変更 有・無
② ①以外の変更 有・無

1

株式

東証

（（③/当中間計算期間末（前計算期末）
発行済口数）×100)

4,998 210,012

100

(100)
(100)

現金・預金・その他の資産
（負債控除後）

主要投資資産 合計（純資産）

23,666
36429,366平成25年1月中間期 (98.8)

平成25年1月中間期の運用状況　(平成24年7月16日～平成25年1月15日)

交換口数（③）

平成25年7月期　中間決算短信 （平成24年7月16日～平成25年1月15日）

(1.2)
(0.1)14

当中間計算期間末
発行済口数
（①+②-③）

29,730
23,681

29,759

平成25年1月中間期 215,011

14,157
11,014792

29,730
24,473

平成25年1月中間期
平成24年7月期 23,681

28

平成24年7月期

前計算期間末
発行済口数（①）

総資産
（①）

負債
（②）

設定口数（②）

純資産
（③(①-②))

0

(99.9)
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Ⅱ 中間財務諸表等 
 
【東証銀行業株価指数連動型上場投資信託】 

 
(1)【中間貸借対照表】 

期別 第 10期 第 11期中間計算期間末 
 平成 24年 7月 15日現在 平成 25年 1月 15日現在 
科目 金額(円) 金額(円) 

資産の部   
   流動資産   
      コール・ローン 806,759,695 392,896,964
      株式 23,666,640,800 29,366,481,300
      未収利息 6,114 957
      流動資産合計 24,473,406,609 29,759,379,221
   資産合計 24,473,406,609 29,759,379,221
負債の部 
   流動負債 
      未払収益分配金 763,291,620 ―
      未払受託者報酬 9,093,924 8,983,763
      未払委託者報酬 19,486,917 19,250,859
      その他未払費用 259,761 256,615
      流動負債合計 792,132,222 28,491,237
   負債合計 792,132,222 28,491,237
純資産の部 
   元本等 
      元本 43,002,344,800 42,002,570,400
      剰余金 
         中間剰余金又は中間欠損金(△) △19,321,070,413 △12,271,682,416
          (分配準備積立金) 1,425,747 1,425,747
      元本等合計 23,681,274,387 29,730,887,984
   純資産合計 23,681,274,387 29,730,887,984
負債純資産合計 24,473,406,609 29,759,379,221
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(2)【中間損益及び剰余金計算書】 
期別 第 10期中間計算期間 第 11期中間計算期間 

自 平成 23年 7月 16日 自 平成 24年 7月 16日  
至 平成 24年 1月 15日 至 平成 25年 1月 15日 

科目 金額(円) 金額(円) 
営業収益 
   受取配当金 397,872,650 361,153,725
   受取利息 91,853 95,716
   有価証券売買等損益 △2,639,551,224 6,274,977,162
   その他収益 1,505 2,272
   営業収益合計 △2,241,585,216 6,636,228,875
営業費用 
   受託者報酬 8,847,017 8,983,763
   委託者報酬 18,957,804 19,250,859
   その他費用 252,742 256,656
   営業費用合計 28,057,563 28,491,278
営業利益 △2,269,642,779 6,607,737,597
経常利益 △2,269,642,779 6,607,737,597
中間純利益 △2,269,642,779 6,607,737,597
一部交換に伴う中間純利益金額の分配額 ― ―
期首剰余金又は期首欠損金(△) △18,145,663,742 △19,321,070,413
剰余金増加額又は欠損金減少額 465,593,100 441,650,400
   中間一部交換に伴う剰余金増加額又は
   欠損金減少額 465,593,100 441,650,400

剰余金減少額又は欠損金増加額 1,414,307,904 ―
   中間追加信託に伴う剰余金減少額又は
   欠損金増加額 1,414,307,904 ―

分配金 ― ―
中間剰余金又は中間欠損金(△) △21,364,021,325 △12,271,682,416

 
(3)【中間注記表】 
 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 
１ 運用資産の評価基準 (１) 株式 
及び評価方法  原則として時価で評価しております。時価評価にあたっては、市場価格のある有

価証券についてはその最終相場(計算日に最終相場のない場合には、直近の日の
最終相場)で評価しております。 

   
２ 費用・収益の計上基準 (１) 受取配当金 
  受取配当金は、原則として配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額

を計上しております。 
 (２) 有価証券売買等損益 
  約定日基準で計上しております。 
   
３ 金融商品の時価等に
関する事項の補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な
ることもあります。 

   
４ その他  当ファンドの計算期間は、平成 24年 7月 16日から平成 25年 7月 15日までと

なっております。 
  なお、当該中間計算期間は、平成 24年 7月 16日から平成 25年 1月 15日まで

となっております。 
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(中間貸借対照表に関する注記) 

第 10期 第 11期中間計算期間末 
平成 24年 7月 15日現在 平成 25年 1月 15日現在 

１ 計算期間の末日における受益権の総数 １ 中間計算期間の末日における受益権の総数 
  215,011,724 口   210,012,852 口 
      
２ 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10号に
規定する額 

２ 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10号に
規定する額 

 元本の欠損 19,321,070,413 円  元本の欠損 12,271,682,416 円 
    
３ 計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の額 ３ 中間計算期間の末日における 1単位当たりの純資産

の額 
 １口当たり純資産額 110.14 円  １口当たり純資産額 141.57 円 
 (100口当たり純資産額 11,014 円)  (100口当たり純資産額 14,157 円)

  
 
(金融商品に関する注記) 
金融商品の時価等に関する事項 

第 10期 第 11期中間計算期間末 
平成 24年 7月 15日現在 平成 25年 1月 15日現在 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 １ 中間貸借対照表計上額、時価及び差額 

 
貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価
で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との
差額はありません。 

 
中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて
時価で評価しているため、中間貸借対照表計上額と
時価との差額はありません。 

    
２ 時価の算定方法 ２ 時価の算定方法 
 ○株式  ○株式 

 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)に記載
しております。  

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)に記載し
ております。 

 ○コール･ローン等の金銭債権及び金銭債務  ○コール･ローン等の金銭債権及び金銭債務 

 
これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額
は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。 

 
これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額
は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。 

    
 
(その他の注記) 
１ 元本の移動 

第 10期 第 11期中間計算期間 
自 平成 23年 7月 16日 自 平成 24年 7月 16日 
至 平成 24年 7月 15日 至 平成 25年 1月 15日 

 期首元本額 42,935,638,200 円  期首元本額 43,002,344,800 円 
 期中追加設定元本額 3,998,760,000 円  期中追加設定元本額 ― 円 
 期中一部交換元本額 3,932,053,400 円  期中一部交換元本額 999,774,400 円 

  
 
２ デリバティブ取引関係 
第 10期(平成 24年 7月 15日現在) 
該当事項はございません。 
第 11期中間計算期間末(平成 25年 1月 15日現在) 
該当事項はございません。 
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